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はじめにはじめに

•• 調査目的・・・戦後復興期における日本人の調査目的・・・戦後復興期における日本人の
「国家像」に迫る。その中でも、特に対外援助「国家像」に迫る。その中でも、特に対外援助
世論を読み解くことで、現代日本への示唆を世論を読み解くことで、現代日本への示唆を
得る。得る。

ODAODA概況概況

一般会計予算の推移一般会計予算の推移 主要援助国の主要援助国のODAODA実績の推移実績の推移

近年の近年のODAODA世論世論

世論調査世論調査 参考：批判論点参考：批判論点

•• 大規模開発に伴う環境破壊や住大規模開発に伴う環境破壊や住
民移転に対する反感民移転に対する反感

•• ODAODAが日本企業だけを利していが日本企業だけを利してい
るという概念るという概念

•• 贈与比率が低く、借款が多いと贈与比率が低く、借款が多いと
いう問題いう問題

•• 明確な理念がないという批判明確な理念がないという批判
•• 「米国従属」への反感「米国従属」への反感

ODAODA 日本に何ができるか日本に何ができるか

渡辺利夫、三浦有史渡辺利夫、三浦有史 (2003)(2003)

「アジアの奇跡」～日本の戦後復興～「アジアの奇跡」～日本の戦後復興～

•• 19194545～～4949年の戦後復興期年の戦後復興期
とと19195050～～5353年の朝鮮戦争年の朝鮮戦争

を経て、高度経済成長をを経て、高度経済成長を達達

成成 ※※実質経済成長率実質経済成長率
1010％前％前後（後（5050年代半ば年代半ば～～
7070年代初め年代初め））

•• 米国援助（米国援助（4646年～ガリオア年～ガリオア
資金資金 4949年～エロア資金）年～エロア資金）

•• MITIMITI（大きな政府）による輸（大きな政府）による輸

出主導型経済出主導型経済

敗戦直後の日本敗戦直後の日本

太平洋戦争による国富被害太平洋戦争による国富被害

1.1186,751188,85225.4253,13064,278合計

4.510,38910,85733.616,3405,483その他

-6.339,35436,86920.646,4279,558家具家財

6.623,54125,08923.932,9537,864生産財

8.33,2293,49715.94,156659電信電話水道

413,36413,8929.915,4151,523鉄道・諸車

48.18,98713,31310.814,9331,618電気ガス設備

-42.33,1111,79680.69,1257,359船舶

80.68,50115,35234.223,3467,994工業用機械器具

-10.676,27568,21524.690,43522,220建築物

増加率1935年国富敗戦時残存国富被害率被害前国富被害額

100万円敗戦時価格、
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敗戦時の生産能力敗戦時の生産能力

-752,880207203,600千台自転車

-68.739331.3123393千台綿織物

-79.713.820.32.813.8百万錘綿スフ紡績

-64.427835.699278千ﾄﾝ石鹸

-38.82,35938.61,4433,739千kl石油精製

9.111063.2120190トン工作機械

15.37,24075.28,35011,100月トンアルミニウム

7.17,506100.58,0407,998千ﾄﾝ普通鋼鋼材

16.15,368102.66,2336,074千kw水力発電

増加率1941年末残存率敗戦時能力1944年前の最高

「戦後賠償」から始まった対外援助

• サンフランシスコ平和条約（第５章 請求権及び財産）
第14条

– Ⅰ.日本国は、戦時中に生じさせた損害及び苦痛に対して、連合国に
賠償を支払うべきことが承認される。しかし、また、存立可能な経済を
維持するべきものとすれば、日本国の資源は、日本国がすべての前
記の損害及び苦痛に対して完全な賠償を行い且つ同時に他の債務
を遂行するためには現在充分でないことが承認される。よつて、

• (ア) 日本国は、現在の領域が日本国軍隊によって占領され、且つ、日
本国によって損害が与えられた連合国が希望するときは、生産、沈船引
き揚げその他の作業における日本人の役務を当該連合国の利用に供
することによって、与えた損害を修復する費用をこれらの国に補償するこ
とに資するために、当該連合国とすみやかに交渉を開始するものとする。
その取極は、他の連合国に追加負担を課することを避けなければならな
い。また、原材料からの製造が必要とされる場合には、外国為替上の負
担を日本国に課さないために、原材料は、当該連合国に供給しなければ
ならない。」

⇒「設備賠償」から「役務賠償」へ

ストライク調査団「過酷な賠償は、日本の自立を不可能にする
のみならず、世界の生産を阻害し、米国の負担を大にする」

世論指標世論指標

•• 世論調査（世論調査（※※7070年～）年～）

•• 新聞新聞

主要新聞（朝日、読売）の社説主要新聞（朝日、読売）の社説

•• 教科書教科書

小学社会科教科書小学社会科教科書

（東京書籍、教科書出版（東京書籍、教科書出版、、大阪書籍）大阪書籍）

中学社会科教科書（東京書籍、中教出版）中学社会科教科書（東京書籍、中教出版）

新聞新聞

年別記事数年別記事数‐‐朝日新聞朝日新聞 年別記事数年別記事数‐‐読売新聞読売新聞
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新聞まとめ新聞まとめ

年別記事数年別記事数
（左：朝日（左：朝日 右：読売）右：読売）

⇒論調：対外援助賛成論

国際益：
• 東南アジア諸国の経済成長、工業化

→民生の向上

国益：
• 日本経済自立化のための市場開拓
• （※対中貿易不可→東南アジアの

重要性）
• 戦後賠償問題の迅速な解決による

国際社会への復帰
• （※対日感情への懸念→要請主

義）
• 米国支援の下に反共体制確立→自

由アジアとの一体化
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調査結果調査結果
zz 戦後賠償戦後賠償によって本格化したによって本格化した東南アジア援助東南アジア援助
→対外援助自体を否定する論調はな→対外援助自体を否定する論調はないい
日本のコロンボ計画加盟日本のコロンボ計画加盟
＝「戦後賠償」という国家の義務。国際社会への復帰と将来＝「戦後賠償」という国家の義務。国際社会への復帰と将来

の繁栄の最低条件。の繁栄の最低条件。
zz 日本の２つの顔日本の２つの顔「「援助国」「被援助国」援助国」「被援助国」
→→米国から援助されつつ（米国から援助されつつ（19461946年～ガリオア資金年～ガリオア資金 4949年～エ年～エ

ロア資金）ロア資金）
東南アジア諸国を援助。東南アジア諸国を援助。援助援助の条件が、の条件が、日本の国内情勢だ日本の国内情勢だ
けでなく、けでなく、

最大の援助国である米国の動向によっても左右される。最大の援助国である米国の動向によっても左右される。
→朝鮮特需が終焉を迎えた→朝鮮特需が終焉を迎えた19531953年付近を境に、両紙とも国際年付近を境に、両紙とも国際

益より国益重視の対外援助を打ち出す傾向が高まる（外益より国益重視の対外援助を打ち出す傾向が高まる（外
部識者からの投稿記事を除く）。財政が逼迫すると対外部識者からの投稿記事を除く）。財政が逼迫すると対外
援助への風当たりが激しくなる援助への風当たりが激しくなるののは、現在に始まったこは、現在に始まったこ
とではない。とではない。

結論・示唆結論・示唆
zz 新聞が対外援助世論を喚起・代弁する場に（特に新聞が対外援助世論を喚起・代弁する場に（特に19541954年年

のコロンボ計画加盟前後）のコロンボ計画加盟前後）
例例11））東南アジア各国の情勢や日本の技術や適応性を考慮し東南アジア各国の情勢や日本の技術や適応性を考慮し

た、効率的な援助を訴える専門家の投稿た、効率的な援助を訴える専門家の投稿
→→対外援助対外援助のあり方を巡りのあり方を巡り世論世論をを活性活性化化
例例22）援助国における、）援助国における、日本人技術者たちの奮闘振りを伝え日本人技術者たちの奮闘振りを伝え

る記事る記事
→→対外援助対外援助への支持基盤の形成への支持基盤の形成
zz 将来援助国になる中進国への示唆将来援助国になる中進国への示唆
→民主化の意義、マスメディアの影響力→民主化の意義、マスメディアの影響力
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社会科教科書社会科教科書

•• 日本の役割日本の役割

–– 敗戦直後敗戦直後

•• 平和主義国平和主義国

•• 経済自立、民生安定経済自立、民生安定

–– 「もはや戦後ではない」「もはや戦後ではない」

（（19551955年）年）

•• アジアの大国としてアジアの大国として

–– OECDOECD加盟（加盟（6464年）年）

•• 先進国として先進国として

×（欧米≒日本）

世界の工業国へOECD加盟（64年）

△ （欧米＞日本＞亜）

戦前経済レベルに復帰「もはや戦後ではない
（55年）」

△（欧米＞日本＞亜）

特需が経済復興の契機に朝鮮戦争（50～53年）

○（欧米＞亜＞日本）

毎日の食糧さえ不足、米国援助
へ依存

第二次世界大戦後
（45～50年頃)

×（欧米≒日本）

世界の工業国へ明治期

日本の役割時代 太平洋戦争で、わが国がうけた太平洋戦争で、わが国がうけたそんがいはそんがいは、昭和、昭和2323年（年（19481948年）のときの年）のときのねだんにねだんにしてして44兆兆20002000億円にも億円にもなな

りました。建物や工場は、りました。建物や工場は、44分の分の11も、やかれたり、こわされたりしました。田畑はすっかりあれはてるし、戦争も、やかれたり、こわされたりしました。田畑はすっかりあれはてるし、戦争

ちゅう、あまり使いすぎたり、手入れのゆきとどかなかった機械がいたんだために、生産力はぐっとへってしまちゅう、あまり使いすぎたり、手入れのゆきとどかなかった機械がいたんだために、生産力はぐっとへってしま

いました。原料はたりないし、製品も少ないので、物のいました。原料はたりないし、製品も少ないので、物のねだんはねだんは高くなるいっぽうですから、国民は、毎日の高くなるいっぽうですから、国民は、毎日のたた

べものにさえこまるほど苦しいくらしをつづけなければなりませんでした。べものにさえこまるほど苦しいくらしをつづけなければなりませんでした。 東京書籍東京書籍『『新しい社会新しい社会 66年上年上』』

すでにしらべたように、日本の近代工業は、アメリカやヨーロッパの先進諸国よりずっとおくれて出発し、しすでにしらべたように、日本の近代工業は、アメリカやヨーロッパの先進諸国よりずっとおくれて出発し、し

かも、生産の力をのばすことを急いだために、いろいろのむりや、かたよりが生まれた。かも、生産の力をのばすことを急いだために、いろいろのむりや、かたよりが生まれた。

しかし、それにもかかわらず、日本はアジアの中で、最も近代工業の発達した国であり、これからは平和のしかし、それにもかかわらず、日本はアジアの中で、最も近代工業の発達した国であり、これからは平和の

ための産業を中心にのびてゆく道が開かれているのは、さいわいであるための産業を中心にのびてゆく道が開かれているのは、さいわいである。。

中教出版中教出版『『中学校の社会科中学校の社会科 進む産業進む産業 上上 第二学年第二学年』』 （（19511951年）年）

これら（アジア）の国々は、独立したばかりなので、資源を開発して産業をおこしたり、国民の生活をゆたかこれら（アジア）の国々は、独立したばかりなので、資源を開発して産業をおこしたり、国民の生活をゆたか

にしたりすることなど、いろいろの問題をもっています。おなじアジアの国の一つとして、日本はこれらの国々にしたりすることなど、いろいろの問題をもっています。おなじアジアの国の一つとして、日本はこれらの国々

に、協力することを求められているのです。に、協力することを求められているのです。

日本は、アジアの国々に、技術者を送って、技術の指導にあたらせたり、まだアジアの国々から留学生をま日本は、アジアの国々に、技術者を送って、技術の指導にあたらせたり、まだアジアの国々から留学生をま
ねいて、学問や技術の教育をしたりしています。ねいて、学問や技術の教育をしたりしています。 東京書籍東京書籍『『新しい社会新しい社会 新編新編 66年下年下』』 （（19641964年～）年～）

まとめと課題まとめと課題

•• まとめまとめ

新聞社説、教科書新聞社説、教科書

⇒対外援助支持基盤の形成に一助⇒対外援助支持基盤の形成に一助

•• 課題課題

現代の日本で、対外援助を外交戦略になしえる現代の日本で、対外援助を外交戦略になしえる

のか？のか？

主な参考文献主な参考文献

• 朝日新聞記事データベース「聞蔵Ⅱビジュア
ル」（1950年1月1日～1959年12月31日）

• 読売新聞記事データベース「明治・大正・昭
和の読売新聞」（同上）

• 渡辺昭夫（1985年）「戦後日本の対外政策－
国際関係の変容と日本の役割」、有斐閣

• 後藤一美、大野泉、渡辺利夫編 (2005年)
「日本の国際開発協力」、日本評論社


